
 

「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」の一部改正について 

 

令和４年３月３１日 

 

 

  「特定の分野に係る特定技能外国人受入れに関する運用要領-建設分野の基準について-」について、今般、下記のとおり必要な改正を行いましたの

で、公表します。 

 

記 

赤字が修正部分 

通し 

番号 

該当ページ 

（改正後） 
改正箇所 現行 改正 

1 P9 第２ 特定技能外国

人が有すべき技能水

準 

〇４つ目 

〇 ２号特定技能外国人については、試験合格に加え

て、「建設現場において複数の建設技能者を指導し

ながら作業に従事し、工程を管理する者（班長）と

しての実務経験」も必要です。建設キャリアアップ

システムの能力評価におけるレベル３（職長レベル

の建設技能者）を有することを想定しています。そ

の詳細については、国土交通省のホームページにて

公表しています。 

 

〇 ２号特定技能外国人については、試験合格に加え

て、「建設現場において複数の建設技能者を指導しな

がら作業に従事し、工程を管理する者（班長）としての

実務経験」も必要です。これは、業務区分ごとにそれぞ

れ対応する建設キャリアアップシステムに係る能力評

価基準のレベル３相当の「就業日数（職長＋班長）」と

し、対応する能力評価基準のない業務区分について

は、「就業日数（職長＋班長）が３年（勤務日数 645

日）以上であること」とします。 2 号特定技能外国人の

業務区分に対応する建設キャリアアップシステムの能

力評価基準のある職種及び各職種に必要な就業日

数については、国土交通省のホームページをご確認く

ださい。 

   ※国土交通省ホームページ 



https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/toti

kensangyo_const_tk2_000118.html 

2 P10 【確認対象の書類】 

〈特定技能２号〉 

〇２つ目 

○ 建設現場において複数の建設技能者を指導しながら

作業に従事し、工程を管理する者（班長）としての実務

経験を有することを証する書類 

○ 建設現場において複数の建設技能者を指導しながら

作業に従事し、工程を管理する者（班長）としての実務

経験を有することを証する書類（分野参考様式第６－２

号） 

3 P10 〇３つ目 〇 ただし、建設キャリアアップシステムにおけるレベル３

のカードを取得している場合には、当該カードの写し及び

技能者ＩＤがあれば、上記の書類は不要。 

 

〇 ただし、２号特定技能外国人の業務区分に対応する

建設キャリアアップシステムの能力評価基準のある職種

における能力評価でレベル３を取得している場合には、

「能力評価（レベル判定）結果通知書」の写しを提出す

れば、上記の実務経験を有することを証する書類（分野

参考様式第６－２号）は不要。 

4 P10 【留意事項】 （新設） ＜特定技能２号＞ 

〇 上記の実務経験として必要な就業日数を満たしている

か否かについては、建設キャリアアップシステムに蓄積さ

れた就業日数（職長＋班長）及び就業履歴数（職長＋班

長）で確認します。 

〇 そのため、上記の実務経験を有することを証する書類

（分野参考様式第６－２）の作成・提出に当たってはあら

かじめ建設キャリアアップシステムに登録しておく必要が

あります。 

5 P18 第４ 建設特定技能

受入計画の認定 

２. 建設特定技能受

入計画の認定 

（１）建設特定技能受

入計画の認定要件

及び記載事項 

１号特定技能外国人は技能実習修了者と同様に、既に

一定程度の経験又は技能等を有していることから、相応の

経験を有する者として扱う必要があります。なお、建設分野

特定技能１号評価試験又は技能検定３級合格者は３年以

上の経験を有する者として扱うこととします。 

１号特定技能外国人は技能実習修了者と同様に、既に

一定程度の経験又は技能等を有していることから、相応の

経験を有する者として扱う必要があります。なお、建設分野

特定技能１号評価試験又は技能検定３級合格者は３年程

度又は５年程度の経験を有する者として扱うこととします。 

 



③１号特定技能外国

人の適正な就労環

境の確保に関する事

項【告示第３条第３

項第２号～第７号】

（報酬の額） 

➣ １つ目 

6 P18 ➣ ２つ目 なお、特定技能所属機関に比較対象となる日本人の技

能者がいない場合においても、例えば特定技能所属機

関については、就業規則や賃金規程に基づき、３年程度

又は５年程度の経験を積んだ者に支払われるべき報酬

の額を提示することや、周辺地域における建設技能者の

平均賃金や設計労務単価等を根拠として提示する等、

適切な報酬予定額の設定がされていることにつき、客観

的に合理的理由を説明する必要があります。 

（削除） 

7 P20 （昇給等） 

〇１つ目 

➣ １つ目 

特定技能所属機関は、必ず告示様式第２を用い、１号特

定技能外国人に支払われる報酬予定額や業務内容等

について、事前に当該外国人が十分に理解することがで

きる言語を用いて説明し、当該契約に係る重要事項につ

いて理解していることを確認する必要があります。外国人

が十分に理解することができる言語を用いた説明につい

ては、国土交通省ＨＰにおいて公表している様式例を参

考にしてください。 

 

特定技能所属機関は、必ず告示様式第２を用い、１号特定

技能外国人に支払われる報酬予定額や業務内容等につい

て、事前に当該外国人が十分に理解することができる言語

を用いて説明し、当該契約に係る重要事項について理解し

ていることを確認する必要があります。外国人が十分に理解

することができる言語を用いた説明については、国土交通

省のホームページにおいて公表している様式例を参考にし

てください。 

 

8 P25 ３．建設特定技能受

入計画の変更 

➣ ２つ目 

分野参考様式第６－６、変更の届出については様式第６

－７を使用し、変更箇所が分かるように記載してください。 

分野参考様式第６－７、変更の届出については様式第６－

８を使用し、変更箇所が分かるように記載してください。 



9  参考様式第６－２号 

１枚目 

（新設） 

 



10  参考様式第６－２号 

別紙 

（新設） 

 

11  参考様式（名称） 参考様式第６－２号 

参考様式第６－３号 

参考様式第６－４号 

参考様式第６－５号 

参考様式第６－６号 

参考様式第６－７号 

参考様式第６－３号 

参考様式第６－４号 

参考様式第６－５号 

参考様式第６－６号 

参考様式第６－７号 

参考様式第６－８号 

 


